キャリア教育としての｢専門学校チャレンジプログラム｣の意義と課題 : 大学教育における高等学校との連携への示唆 by 樋口, 直宏
はじめに
企業の人材教育や人材能力開発という観点から語られてきた ｢キャリア教育｣ がこれほど広く行き渡っ
た背景として､ 特に経済社会的な側面に注目するならば､ 労働経済学や教育社会学の研究成果から､ 経
済産業構造における雇用環境の変化が指摘される１)｡ すなわち､ これまでの終身雇用を前提とした長期
的展望に基づいて､ 内部養成が柱になっていたものが､ ｢失われた20年｣ により日本的雇用慣行の機能
不全をもたらし､ それが過度の偏重も指摘される新卒一括採用それ自体の縮小を引き起こし､ 非正規社
員の増加､ ニート・フリーター問題､ 早期退職といった諸問題がクローズアップされることとなった｡
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要 旨： 本稿では､ 東京都多摩地区における高等学校と専門学校との連携教育事業であ
る ｢専門学校チャレンジプログラム｣ を検証し､ その意義と課題について考察し
た｡ はじめに､ 日本におけるキャリア教育が登場した背景および概念について検
討した上で､ 国の政策動向を明らかにした｡ 次に､ 多摩地区 ｢専門学校チャレン
ジプログラム｣ が実現した経緯と現状について事例とともに論じた｡ また ｢専門
学校チャレンジプログラム｣ を主題としたシンポジウムについても取り上げ､ チャ
レンジプログラム全体がどのように評価されたのかを検討した｡ これらをふまえ
て､ キャリア教育の抱える課題とともに､ 連携教育および ｢専門学校チャレンジ
プログラム｣ の意義と課題について考察した｡ その結果､ ｢専門学校チャレンジ
プログラム｣ は､ 高等学校と専門学校とが主体的に連携することで､ 教育的な体
験学習を可能にしていることが明らかになった｡ また､ チャレンジプログラムへ
の参加を通して､ 生徒が勤労観､ 職業観に対する省察を深めていた｡ さらに､ 生
徒一人ひとりのキャリア形成を長期間にわたって継続的に支援し､ 資格取得や就
職へと結びつけていくという点でも､ 連携教育を行う意義が見出された｡




体系的な進路指導体制を再構築する学校も増加している｡ 例えば､ 卒業生の職業講話や､ 大学・短期大
学・専門学校から講師を招き､ 各分野別説明会や模擬授業､ あるいは学校見学会を希望分野別に実施し






学との連携について､ 矢口らは国公立大学における現状を､ １) オープンキャンパス・進学説明会・相
談会等の取り組み､ ２) 出張講義､ ３) 附属高校との関係､ ４) 教育委員会との連携､ ５) 公開講座､
６) 文部科学省の支援事業との関係､ ７) 高大連携における研究活動に分けて示している３)｡ これらは､
私立大学においてもあてはまる部分が多い｡ また学校間だけでなく､ 産学官連携のように､ 学校が企業
や公的研究機関と共同して新たな製品や事業を開発するといった､ 産業界との関わりも広まっている｡
そこで本稿では､ 高等学校と専門学校との連携事業を取り上げ､ 具体的な実践事例として､ 東京都多
摩地区における ｢専門学校チャレンジプログラム｣ の取り組みを検証する｡ ｢専門学校チャレンジプロ
グラム｣ の実際を明らかにすることは､ 高等学校と専門学校との連携教育の事例を示すとともに､ 若年
層および専門学校進学希望者へのキャリア形成支援として求められることは何かを考える上での手がか
りとなるはずである｡ それはまた､ 大学教育における学生のキャリア形成､ およびそれをふまえた高大
連携教育のあり方を考える上でも意義がある｡
この目的に沿って､ 本稿では以下の方法で研究を進める｡ はじめに､ 日本におけるキャリア教育が登
場した背景および概念について検討した上で､ 国の政策動向を明らかにする｡ 次に事例として､ 高等学
校と専門学校の連携教育事業である ｢専門学校チャレンジプログラム｣ の現状について論じる｡ 具体的








｢キャリア教育｣ の用語は､ 1984 (昭和59) 年に文部省が発行した 『中学校・高等学校進路指導の手
引』 において､ ｢キャリア教育の展開｣ および ｢特色ある啓発的経験の指導の試み ―キャリア教育の試
行 (実践) ―｣ として見られる４)｡ その後､ 中央教育審議会答申 『今後の初等中等教育と高等教育の接
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いる５)｡ さらに､ 『キャリア教育の推進に関する総合的調査研究協力者会議報告書』 (2004 (平成16) 年
１月) では､ キャリア教育を ｢児童生徒一人一人のキャリア発達を支援し､ それぞれにふさわしいキャ
リアを形成していくために必要な意欲・態度や能力を育てる教育｣ あるいは ｢児童生徒一人一人の勤労
観､ 職業観を育てる教育｣ と定義している６)｡
キャリア教育における ｢キャリア｣ とは､ 『小学校・中学校・高等学校 キャリア教育推進の手引』 に
よれば､ ｢個々人が生涯にわたって遂行する様々な立場や役割の連鎖及びその過程における自己と働く
こととの関係付けや価値付けの累積｣ のことである７)｡ また 『高等学校におけるキャリア教育の推進に

















それとともに､ ニート・フリーター対策､ 若年層の早期退職､ さらにはひきこもり､ 不登校､ 中退と
いった社会的課題も背景としてある｡
これらの基本的な考え方は､ 2008 (平成20) 年に設けられた中央教育審議会 ｢キャリア教育・職業教
育特別部会｣ においても引き継がれている10)｡ すなわち､ キャリア教育の特徴として､ 職業観や勤労観
の醸成､ 職業に関する知識や技能の習得､ 個性や適性の理解､ 進路選択等の要因をあげることができる｡
またそのような教育を通して､ 立場や役割の連鎖と働くことへの価値の累積といったキャリア形成が可
能になる｡
｢キャリア教育｣ の具体的な取り組みや実践は､ 各教育段階に応じて､ 多岐にわたっている11)｡ 例え




る｡ また部活動・学校行事を通じた体験的な実践､ 起業的なビジネスモデルを提案する講座､ および





国におけるキャリア教育の推進は､ 文部科学省のみならず､ 内閣府､ 経済産業省､ 厚生労働省等にお
いても実施された｡ 具体的にはまず､ 2003 (平成15) 年６月に経済財政諮問会議における ｢経済財政運
営と構造改革に関する基本方針2003｣ (いわゆる ｢骨太の方針｣) とともに､ 若者自立・挑戦戦略会議に
よって 『若者自立・挑戦プラン』 が策定された｡ そこでは､ １) 教育段階から職場定着に至るキャリア
形成及び就職支援､ ２) 若年労働市場の整備､ ３) 若年者の能力の向上､ 就業選択肢の拡大､ ４) 若者
が挑戦し､ 活躍できる新たな市場・就業機会の創出の４点が方針として示された12)｡ これはその後の議
論を経て､ 『若者の自立・挑戦のためのアクションプラン』 として､ 各省庁の政策として具体化された｡
これを受けて､ 文部科学省関係では2004 (平成16) 年度に ｢新キャリア教育プラン推進事業｣ が実施
され､ インターンシップ連絡協議会やキャリア教育推進フォーラムの開催およびキャリア教育推進地域
の指定が行われた｡ それとともに､ 専門高校等における ｢日本版デュアルシステム｣ 推進事業が実施さ
れ､ 2004 (平成16) 年度以降20地域が指定されている｡ デュアルシステムとは､ ｢企業実習と教育・職
業訓練の組合せ実施により若者を一人前の職業人に育てる実務・教育連結型人材育成システム｣ のこと
であり､ 各学校と関係の深い分野の企業実習を集中的に取り入れている13)｡ 2005 (平成17) 年度には
｢キャリア教育実践プロジェクト｣ として､ ｢キャリア・スタート・ウィークキャンペーン －地域です
すめるみんなの職場体験－｣ ｢職場体験・インターンシップの在り方についての調査研究｣ のように､
職場体験を重視した取り組みが行われた｡
厚生労働省関係では､ すでに1999 (平成11) 年度から ｢ジュニア・インターンシップ｣ と呼ばれる中
高生を対象とした就業体験を行っていたが､ 2003 (平成15) 年度には ｢キャリア探索プログラム｣ とし
て､ ハローワークが講師を学校に派遣し､ 職業や働くことの意義について考えさせる事業を実施した｡
また専門学校などの教育訓練機関が､ 学卒未就職者､ 無業者､ フリーター等の若年者を訓練生として受





2004 (平成16) 年度より主としてハローワークに併設する形で実施された14)｡ また､ 2005 (平成17) ～
2007 (平成19) 年度にかけては ｢地域自律・民間活用型キャリア教育プロジェクト｣､ 2008 (平成20)





さらに2006 (平成18) 年12月には､ 政府 ｢『多様な機会のある社会』 推進会議｣ によって ｢再チャレ
ンジ支援総合プラン｣ がまとめられ､ ｢長期デフレ等による就職難､ 経済的困窮等からの再チャレンジ｣
の一つとしてフリーター､ ニート等があげられ､ その支援策が示された｡ また翌2007 (平成19) 年５月
には､ キャリア教育等推進会議 (構成員：内閣府特命担当大臣 (青少年育成)､ 文部科学大臣､ 厚生労
働大臣及び経済産業大臣) によって 『キャリア教育等推進プラン』 が策定された｡ そこでは､ １) 各学
校段階における組織的で系統的なキャリア教育等の推進､ ２) 教員の資質・能力の向上等､ ３) 企業等











支援プラン｣ (2005 (平成17) 年度) がある｡ また学び直しの機会の充実を図る ｢専修学校を活用した
再チャレンジ支援推進事業｣ も､ 2007 (平成19) 年度から実施されている｡ 同年度には､ それまでの
｢専修学校を活用した職業意識の啓発推進｣ を改組充実させた ｢専修学校・高等学校連携等職業教育推





的な役割が専修学校に期待されている｡ 以下本稿で取り上げる ｢専門学校チャレンジプログラム｣ も､





 多摩地区 ｢専門学校チャレンジプログラム｣ の活動
多摩地区において連携教育が実現した背景には､ 公立､ 私立､ 定時制､ 通信制､ 養護学校など約120
校が参加し､ 多摩地区の６つの職業安定所 (立川・八王子・町田・青梅・三鷹・府中) 管内での地区協




就職難の中､ 個々の高等学校が企業に対して改善を求めているだけでは効果を上げられず､ 1962 (昭和




この多摩高進と長年にわたって連携関係を持つのが､ 1978 (昭和53) 年に多摩地区にある専修学校間
相互の親睦と情報交換､ および教育の充実と振興を図ることを目的に設立された多摩地区専修学校協議
会 (略称 多摩専協) である｡ ｢専門学校チャレンジプログラム｣ は､ 2004 (平成16) 年７月に多摩高
進と多摩専協との間で交わされた協定にもとづき､ 同年度後期より､ 専門学校４校が参加してスタート
した｡ この協定では､ 受講を許可した高校生に対して実習室などの施設の利用を認める､ 当該受講科目
を履修したと認めた場合には単位の認定を行える､ 受講中の不慮の災害事故及び通学途中における事故
については所属高等学校が責任を持つ､ など15項目を定めている｡
事業概要は､ 多摩専協が毎年度､ 加盟校に対して参加募集を行い､ 参加専門学校の受講内容を取りま
とめて冊子､ ポスター､ エントリーシートを半期毎に作成し､ 多摩高進加盟校に配布する｡ 参加希望高
校生は､ 高等学校長の推薦を受けた所定のエントリーシートを受講希望の専門学校に提出して､ 科目等
履修生等として受講が認められる｡ なお､ 多摩高進に加盟しない高等学校や多摩地区以外の高等学校で
あっても､ 各専門学校の判断によって参加は可能である｡ 受講料は無料で､ 別途教材費等を徴収する場
合がある｡ 2010 (平成22) 年度前期は12校の専門学校が参加し､ 工業分野､ 医療分野､ 衛生分野､ 教育・
社会福祉分野､ 服飾・家政分野などの各分野の特徴を活かした講座が提供されている｡ 高大連携で見ら
れるように､ 座学の場合は既存カリキュラムに高校生を受け入れる場合もあるが､ 実習・実技が中心の
内容では､ ほとんどが放課後や土曜日等の時間帯に高校生用のカリキュラム (半期で２日～12日間) を
特別に編成､ 提供している｡




まとめたものが図１である｡ 参加専門学校は､ ２年目以降ほぼ10～13校で推移している｡ 参加高校生は､




具体例として､ 日高の研究にもとづいて ｢専門学校チャレンジプログラム｣ を実施した理容美容専門
学校の事例を検証する19)｡ この専門学校では､ 高等学校からのエントリーシートの提出を受けて受講を
認めた高校生を対象とした専用クラスを開講している｡ 教材費のみ5000円が､ 自己負担である｡ 例年､
開講日は水曜日と土曜日であり､ 水曜日は夕方の16：30～19：00 (全12回) とし､ 定時制や部活動で参
加できない生徒のために､ 土曜日にも同様の内容 (全10回) で開講している｡ 2010 (平成22) 年度前期
の受講生数は､ 水曜日が13名 (男子１名､ 女子12名)､ 土曜日は21名 (男子３名､ 女子18名) である｡
受講終了後は､ 高等学校担当教員宛に､ 出席日数および受講時数を記した受講終了報告書を送付してい
る｡ また多摩地区以外の高等学校や､ 定時制および通信制課程からも参加実績がある｡ 例年､ ８割以上
が３年生である｡




にある (写真１)｡ この活動を通して､ 初対面の人の頭を洗うとはどういうことなのか､ また人の頭の
重みや､ 髪質､ 距離感を感じてもらうことが意図されている｡ そして､ なぜサロンではそこに料金が発





















生に伝わり､ 大きな刺激となっていた｡ 参加した高校生は､ 自らの意志で毎週継続的に授業を受講して､
在校生や教員から職業の本質と専門学校の実情に触れることで､ 意識に変化が生じ､ 進んで行動する姿






生にとって専門学校への進学は､ ｢職業選択｣ であり､ ｢就職｣ することであるという図式は理解されて
いる｡ その一方で､ 高校生が自身のお客様としての経験や､ 早い時期から憧れの仕事として興味を抱く
場合が多いものの､ 職業に対する理解は不十分であり､ 仕事の本質に触れる経験を持つ高校生にはほと
んど出会うことがない｡ それゆえ米山は､ 生徒募集のイベントである体験入学では､ 職業の実相を伝え
ることに限界を感じていたと述べている22)｡ 日高はこの点をふまえて､ ｢専門学校チャレンジプログラ
ム｣ の目的を､ ｢職業教育の体験学習を､ 啓発的経験として継続的に積み重ねることで､ その背後にあ
る勤労観､ 職業観の醸成を可能とするキャリア形成支援である｣ と位置づけている23)｡
さらにこれらの取り組みについては､ 生駒が実施初年度から継続的に受講高校生､ 多摩高進各校の進
路指導担当者､ 多摩専協各校の担当者宛に質問紙を配布､ 回収した調査研究報告を行っている24)｡ それ
らのアンケート結果からは､ 神奈川県の取り組みとの比較において､ 高いマッチングにより､ 受講生､
専門学校ともに満足度や評価が高い点から､ 双方にとって良い影響を与えていることが明らかにされて
いる｡ 参加高校生の自由記述には､ ｢迷っていた将来やりたいことを見つけることができました｣ ｢思っ
ていたことより違うことがあって､ 将来本当にやりたい職業か考えてしまいました｣ ｢体験してみて自
分に向いていないことが分かったので､ 他の学校に進むことにしました｣ という声があがっている｡ 自




ンパスでは成しえないものであろう｡ ｢技術｣ と ｢接客｣ の仕事であると言葉では伝えられても､ その
職業としての実相は､ 一日だけの体験会などのイベント経験ではまず伝わらない｡ これに対して ｢専門
学校チャレンジプログラム｣ では､ 実施時期は異なるが､ 基本的には半期､ 約５ヶ月間という一定期間
に渡り､ 継続的に専門学校へ通い授業を受講することになる｡ この点に関して､ ｢自らの決断で参加し
た前向きな気持ち｣ が､ 受講生の自主性と責任感の変化を及ぼしていると米山は指摘している25)｡
しかし､ 現在の受講生が圧倒的に３年生であるということは留意しなければならない｡ すなわちそれ






視点からはそれも評価に値しよう｡ 米山は､ ｢経験した結果､ 自分に適性がないと分かった時､ それな
らば､ 何がやりたいのだろうかと次に目を向ける機会になり､ 将来の進路を考えるきっかけになった｣
という受講生の感想について､ 当初想定していた以上の成果であったと述べている26)｡ そして実際に､




｢専門学校チャレンジプログラム｣ においては､ プログラムの現状報告と成果､ および今後の課題を
探る場とともに､ あらためて高等学校へ情報提供を行うことをねらいとして､ これまでに２回のシンポ
ジウムが開催されている｡ ここでは､ このシンポジウムの報告書にもとづき､ その知見を考察する27)｡
第１回は2007 (平成19) 年７月30日に多摩高進と多摩専協が実行委員会を立ち上げ､ 日本キャリアデザ
イン学会の後援を得て､ ｢チャレンジプログラム・シンポジウム2007｣ が実施された｡
このシンポジウムでは､ 高校生が専門学校でどのような授業を受講しているのかを再現した模擬授業





続いて､ 現在チャレンジプログラムを受講している高校生､ 受講後専門学校に進学した在校生､ 高等
学校教員､ 専門学校教員､ ハローワーク三鷹所長などによるパネルディスカッションが行われた (写真
２)｡ そこではこのプログラムが､ 職業観の育成､ 進路選択のミスマッチ､ さらには教育的観点からキャ
リア形成支援にも大きな成果があがっている現状が報告された｡ 特にチャレンジプログラムを受講して
いる高校生と､ 受講後に進学した生徒からは､ ｢自分の向き不向きが見えて､ 将来を考えるきっかけに






























｢専門学校チャレンジプログラム｣ の特徴は､ 継続的に自らの意志で専門学校に通い､ 主体的に学ぶ
姿勢が求められるという点にある｡ 受講生は､ ほぼ毎週１回のペースで半年という期間をかけて､ 放課
後に自分の時間を割いて専門学校へ通うことが必要であり､ このことが自らの選択と行動への責任感に
つながる｡ そうした成果から､ キャリア形成支援としての ｢専門学校チャレンジプログラム｣ の意義は
次の３点にまとめられる｡
１) 自己のキャリア形成に必要な意欲､ 態度を得ることが可能となる｡
２) 継続的な模擬実習体験を通じて､ 職業観､ 就労観を育み､ 自己のキャリア形成に求められる職業
に関する知識や技能を理解する場となる｡




関わるより広範な意味を有する｡ 例えば､ なぜ人は働くのかという問いに対して､ 生活に困る､ あるい
は皆が就職するからという答えでは､ 働くことの本質を突いているとは言えない｡ また職に就いたとし
ても､ その職業に対する魅力や､ 自らがいかに貢献しているかを見出す必要がある｡ これらは､ 人々が
働くことで社会の形成者となることを理解して､ はじめて考えることが可能となる｡ もとよりそのよう







どのようにしていくのかという問題があげられる｡ 例えば､ 高校生活や部活動への影響などから､ 高専
連携教育へ懐疑的な見解を持つ高等学校教員もいるであろう｡ また AO 入試制度の運用で､ 早期化し
た進路決定に苦心した経験を持つ高等学校側には､ 高大連携事業が全国的に広まった際にも､ 学生獲得





｢専門学校チャレンジプログラム｣ にはある｡ そして多摩地区においては､ 各方面との連携教育の枠組









方向に流れる可能性を含んでいる｡ しかし本稿での検討から､ ｢専門学校チャレンジプログラム｣ にお
いては､ 高等学校と専門学校とが主体的に連携することで､ 教育的な体験学習を可能にしている｡ 高校
生を送り出している西村は､ 様々な情報が溢れるなか､ 一生の道を決めるということは､ 情報だけでは
決められない､ 心を決めていく場が必要であり､ それを導く数少ないプログラムであると評価してい
る31)｡ このように､ チャレンジプログラムへの参加を通して､ 生徒が勤労観､ 職業観に対する省察を深
めていることも明らかになった｡
生徒一人ひとりのキャリア形成を長期間にわたって継続的に支援し､ 資格取得や就職へと結びつけて
いくという点で､ 連携教育を行う意義はある｡ それは同時に､ ニート､ フリーター対策にとどまらない
キャリア教育を実現していると言えるだろう｡ 近年の一連の文部科学省をはじめとする ｢キャリア教育｣
の推進は､ これまで看過されてきた､ 専修学校側における職業教育､ あるいは職業学習への関心を高め
る契機となった｡ 生駒は､ 現在の専門学校の開設科目が､ 社会的なニーズを的確に反映し､ 現行の職業
分野のほぼすべてを網羅しており､ キャリア教育の視点から見ても､ 専門学校への進学志望者にだけ役
に立つ限定的なものではないと述べている32)｡ そうであれば､ 高大連携教育と比べても､ 大学進学志望










語られることが多い､ 若年層の就労意識､ 職業観の醸成という課題に対して､ 今後の大学と専修学校の
在り方､ そして学校教育においてどのようにキャリア形成支援が行えるかという本質的な問題を考える
上でも重要である｡ さらにこのことは､ 高止まりしている中退､ 不登校､ 引きこもりという教育的課題
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